








































































































































































































































































































































































































3 3 3 3 3 3
教育し、その進路実現を励ますことにある
と考えている。つまりその「専門教育」は客観的には「教科に関する」、まさに
＜教員養成教育の必修科目＞であることを自覚し、その自覚を踏まえて専門教育
の一環として教職指導にあたることが望ましい（これは決して狭義の「教科教育
法」の指導のみを行うことを示唆しているのではなく、あくまでも専門教育の一
環として必要に応じて行う程度のことを示唆している）。
　次に指摘すべきポイントは、このような教科専門科目担当者は、その立場から
「教職実践演習」の実施・運営に一定の参加を実現し、専門ゼミ担当者の立場か
ら教師志望ゼミの進路指導に関わることであり、しかもひいては教科教育法・教
職科目担当者との連携による広義の教科教育法・教職科目の設定も場合によって
は視野にいれることが肝要である。
　文学部の「専門教育」履修系列は先に確認したように四年間においては、「18
単位＋８単位＋90単位＋８単位」という単位修得をその内容としているが、その
中の「90単位」の専門科目単位修得がどのように展開するかが、教員養成教育の
充実しうるかどうかに深く関わっており、決して狭義の教職専門科目の教育のみ
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がその責を負うものではない。
　②　「専門教育」履修系列における「教職実践演習」の位置と役割
　さて以上の「専門教育」履修系列を踏まえて「教職実践演習」はどのような位
置と役割を果たすのであろうか。
　その点で改めて確認しておきたいことは、本科目実施のあたっての準備事項と
して第１に「『教科に関する科目』『教職に関する科目』の担当教員とその内容に
ついて協議」すること、第２に「入学の段階からそれぞれの学生の学習内容、理
解度等を把握（例えば、履修する学生一人一人の「履修カルテ」を作成）」する
こと、という２点が示されていることであるが、ここからうかがえることは、こ
の「教職実践演習」は、四年間の「教科」及び「教職」の専門科目の履修状況を
ふりかえり、教員としての資質能力の形成について＜自己確認＞するという役割
を果たすものである。ただし、その＜自己確認＞はこの４年次後期の「教職実践
演習」履修時に限るものではなく、入学段階から四年間とりわけ学年修了時（期
末テスト時）にその学習内容、理解度等をふりかえりつつ、適宜行われることを
想定すると、四年間の「専門教育」履修系列において少なくとも学期開始時、期
末テスト時においてその＜自己確認＞を位置づけつつ、併せて各「専攻」におい
てそれに対する ｢指導・助言・援助｣ を位置づけることが必要である。
　したがって「教職実践演習」は、以上において述べたような「専門教育」履修系
列の教育における「教科」及び「教職」の、各学年での学生自身の＜自己確認＞
と、各「専攻」での ｢指導・助言・援助｣ を踏まえて、その「最終的な形成と確
認」を行うものとなる。
　③　「学生の適性や履修履歴等に応じて」いかに展開するか
　さて以上の、文学部の「専門教育」履修系列とそこにおける「教職実践演習」
の教育を進める上で、その基本に据えるべきものは何であろうか。その点で筆者
は大学・学部における教員養成教育において重視すべきことは、冒頭においても
紹介した中教審＜2006年答申＞にも指摘されていたような「各科目の履修等を通
して、主体的に教員としての必要な資質能力を統合・形成していくことができる」
という点と、「どの大学においても、学生の適性や履修履歴等に応じて、きめ細
かい指導・助言・援助が行われる」という点であろう。
　したがってこの２点の、「主体的に教員としての必要な資質能力を統合・形成」
はその目標として見据えつつ、そのためにも「学生の適性や履修履歴等に応じ
て」、いかに「きめ細かい指導・助言・援助」が、「どの大学（課程認定大学─引
用者注）においても」、実現することが最大のポイントであろう。
　筆者は、たとえ免許必修の大学・学部の学生であっても、必ずしも「学生の適
性や履修履歴等に」応じた、教員としての必要な資質能力が形成されているわけ
ではないと経験を踏まえて捉えている。また免許必修ではない、いわゆる「開放
制」大学・学部の学生の中にも教員として的確な資質能力を有する者もいたこと
も経験を踏まえて捉えている。したがって、教員養成教育においては、様々な教
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員志望の学生の中から、まさに「適性や履修履歴等に応じて」、いかに教員とし
ての資質能力を「最終的に確認」していくかが最大のポイントであろうと考える。
　④　教員として必要な資質能力の最終的形成と確認─学生教育から教師として
のライフコースを創ることへ
　国士舘大学文学部の教員養成教育はこの学部の基本性格である「開放制」大
学・学部であることを踏まえて、８専攻のいずれにおいても ｢免許必修制｣ はと
られず、それゆえに免許志望の学生も、そうではない学生も併存する「専門教育」
の中で教員養成教育が進められている。ただしとりわけ初等教育専攻はすべての
学生が小学校教員免許取得可能なように体制がとられ、また教育学専攻において
も多くの学生が社会科・保健体育科の免許取得しうる体制がとられているが、そ
れにしてもすべての学生が免許必修という閉じた体制ではないことに注意する必
要がある。
　さて以上のような「開放制」の教員養成教育を進めている、文学部の教員養成
教育において今回の「教職実践演習」が導入される上で最も肝要なことは、まず
「教科専門系専攻」においては自らの「専門教育」において四つの教師教育事項
の内の「教科等の指導力に関する事項」の「自ら主体的に教材研究を行うととも
に、それを活かした学習指導案を作成することができる」こと、「教科書の内容
を十分理解し、教科書を介してわかりやすく学習を組み立てるとともに、子ども
からの質問に的確に応えることができる」こと、という事態に対応しうる指導・
助言・援助を行うことである。
　そして「教職専門系専攻」においては自らの「専門教育」において四つの教師
教育事項の内の「社会性や対人関係能力」「幼児児童生徒理解や学級経営」「教
科・保育内容等の指導」という事態に対応しうる指導・助言・援助を行うことで
ある。
　すなわち大学の教員養成教育は、それを進める上での基準である教育職員免許
法にある、「教科専門科目」「教職専門科目」を履修し、そして「介護等体験」「教
育実習」を体験・実習した上で、基本的な内容の学習が修了することになってお
り、したがってそれらを踏まえた上で、今回の「教職実践演習」が導入されるこ
との意味は、基本的にすでに履修され、体験・実習していることを視野に入れつ
つ、四年間の区切り区切りにおいて、いかに「教科専門科目」と「教職専門科目」
の担当者が学生自身に自らの「履修」と「体験」「実習」についてふりかえらせ、
それを踏まえた指導・助言・援助がどれほど適切に行えるかにあるといえる。
　そしてこのような指導・助言・援助という大学教員の行為の総体は、大学にお
ける学生自身に、まさに教員として資質能力を一つ一つ身に付けさせていくとと
もに、それと並行して学生自身が新しい教師としてのライフコースを創りあげて
いくことにつながっていくことをうながしていくのである（５）。
　⑤　国士舘大学文学部の教員養成教育における＜教職指導＞確立への試み
　第１の試みは、現在「初等教育専攻」において東京都教育委員会の事業である
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「東京教師養成塾」にタイアップして実施されている特別学生の４年次における
「特別教育実習」に関わる試みである。
　具体的には４年次において「東京都公立小学校での年間を通した教育実習や異
校種の授業観察等を通して , 実践的指導力や柔軟な対応力を養う」べく、第１に
「教師養成塾指定校での実習」（年間40日程度）、（平成21年度実習状況46.8日、平
均授業時数45.3時数）、第２に「週１日と年間３回の連続５日間実習及び夏期休
業期間中の２日以上の実習」、第３に異校種及びモデルとなる授業観察（それぞ
れ半日を単位として２回）をそれぞれ実施するものである。
　この「東京教師養成塾」の事業は、本文学部の「初等教育専攻」学生のごく一
部において試みられているもので、必ずしも全体的に行えるものではないが、こ
のような学校現場の実習校が指定され、現場の指導者も設定されるような大学と
東京都教育委員会との一種の連携方式は今後に文学部において実施する上で参考
となるもので、今後の新しい教員養成教育において位置づけうるものである。
　第２の試みは、「教科専門科目」担当者が、例えば「教職実践演習」の一部の
時間（例えば５回程度）を活用して行う「模擬授業」の試みである。そのための
一例が次のような「狭義の教科教育学」（「教職専門科目」）と「広義の教科教育学」
（「教科専門科目」）という二重の性格を有する試みである。
　それはたとえば「社会科教育法」担当者と、「歴史（日本史）」「地理（人文地理）」
「公民（法律学）」との共同の、「模擬授業」指導例であるが（６）、これは国士舘大
学文学部において「教職実践演習」の一部を行う際の参考になろう。
　以上の二つの試みに含まれるものは、国士舘大学文学部の教員養成教育におけ
る「教科専門科目」と「教職専門科目」及び「介護等体験」「教育実習」を踏ま
えての履修・修得を、新しい教師としてのライフコースにつなげていく上で、重
要な位置を占めるのではないかと考える。
　大学における教員養成教育において必要なことは、冒頭において述べたように
文字通りの＜教職指導＞をいかに成立させるのかということであるが、その成立
のポイントは今回の「教職実践演習」において強調されている「大学が継続的・
計画的に行う指導・助言・援助の総体、すなわち教科と教職の有機的統合や、理
論と実践の融合に向けての組織的な取組み」である。
　その点で国士舘大学文学部のような「開放制」の大学・学部において教員養成
教育を文字通りの＜教職指導＞を確立させうるものは、各専攻・コースにおける
専門教育において、「大学における教員養成」原則を主体的に位置づけつつ、大
学教員という立場からどれほど学校教育及び教員養成に関わり、教師志望の学生
に対していかに自らの専門研究の内容をベースにした教科教育への提言がなしう
るかということであろう。その一つの方法が上記の教師志望の学生の学校現場へ
のフィールドワークや特別教育実習のような試みであり、「模擬授業」に参加し
協力するような試みである。
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　（１）　この＜2006年答申＞において理論的にも実践的にも大きな役割を果たした前宮
城教育大学長の横須賀薫氏は大学における教員養成教育の理念として「目的教員養
成論」を展開しているが、その主著として『教師養成教育の探究』（評論社1976年
５月）及び『教員養成これまでこれから』（ジアース教育新社2006年10月）などが
あるが、特に後者は今後の新しい方向に対する問題提起を含むものであり、ここに
は「教職の専門性」養成の制度的柱として、「免許必修目的教員養成論」がその基
本に据えられている。筆者はその「目的教員養成論」の意義を踏まえつつも、その
｢免許必修制｣ という制度論には疑問を持つが故に、新しい著書を今までの実践を
踏まえて問題提起している。（臼井嘉一『開放制目的教員養成論の探究』学文社
2010年４月参照）
　（２）　拙著『開放制目的教員養成論の探究』学文社2010年４月21～24頁、116～120頁
参照
　（３）　いわゆる「教科専門科目」担当者の科目が、「教職課程認定科目」であるとい
う理由から、その担当者が「教職実践演習」を担当すべきものとして位置づけるだ
けでなく、戦後の教員養成の基本理念にある「大学における教員養成」原則を大学
において主体的に捉えたうえでの、学問と教育の結合原則をその基底に据えるべき
であるという見地からも、まさに大学における研究者が学校教育及び教員養成に関
わり、この「教職実践演習」に関わることも望ましいと位置づけている。
　（４）　「開放制教員養成論」の問題提起の書として岡本洋三著『開放制教員養成制度
論』（大空社1997年５月）があるが、それを踏まえて筆者は「注１」に述べた著書
を刊行している。
　（５）　「教師としてのライフコース」研究の一環として、山崎準二氏は「教職に就く
以前の段階」における「被教育体験の意味」や「養成教育の意味」及び「大学生活
の意味」についても位置づけて考察を進めている。筆者もこれらの意味を踏まえた
上で「大学における教員養成教育」における大学教員の教員養成に関わる「指導・
助言・援助」の総体を正当に位置づける必要があると考えている。（山崎準二『教
師のライフコース研究』創風社2002年３月参照）
　（６）　拙著『前掲書』48～51頁
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